
平成 14年 1月期 中間決算短信(連結)  平成 13年 9月 20日

上   場   会   社   名     積水ハウス株式会社 上場取引所  東 大 名

コード番号      1928 本社所在都道府県

専務取締役（経理担当） 大阪府

山田　幹夫 TEL (06) 6440 - 3111

中間決算取締役会開催日　　平成 13年 9月 20日

米国会計基準採用の有無 無

１. 13年 7月中間期の連結業績（平成 13年 2月 1日 ～ 平成 13年 7月 31日）
(1)連結経営成績

　　売    上    高 　　　営　業　利　益 　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

13年 7月中間期 659,571 - 39,046 - 38,982 -
12年 7月中間期 - - - - - -
13年 1月期 1,364,800 96,085 88,513

    中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間     潜在株式調整後１株当

         ( 当 期 ） 純 利 益     たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

13年 7月中間期 △ 20,763 - △ 28.40 -
12年 7月中間期 - - - -
13年 1月期 25,167 35.03 31.07
(注)①持分法投資損益    13年 7月中間期 　 △160 百万円   12年 7月中間期       -      百万円   13年 1月期     401 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　13年 7月中間期  731,097,547株　　　12年 7月中間期    -   株　　　13年 1月期   718,531,787 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④当中間期は、中間連結財務諸表等を作成する初年度であるため、前中間連結数値は記載していません。

(2)連結財政状態
      　総  資  産        株  主  資 本    株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

13年 7月中間期 1,445,346 721,050 49.9 986.26
12年 7月中間期 - - - -
13年 1月期 1,459,490 741,215 50.8 1,027.71
(注) 期末発行済株式数（連結）　13年 7月中間期   731,098,922株　　　12年 7月中間期   -　 株　　　13年 1月期 721,235,443株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　営業活動による 　　投資活動による  財務活動による 現金及び現金同等物

　 キャッシュ・フロー 　  キャッシュ・フロー  キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

13年 7月中間期 54,636 △ 15,911 △ 48,467 311,390
12年 7月中間期 - - - -
13年 1月期 66,851 △ 5,008 △ 51,854 311,022

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  103社   持分法適用非連結子会社数　 - 社   持分法適用関連会社数　 3社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 4社  （除外）  6社   持分法（新規）  - 社  （除外）　2社

２. 14年 1月期の連結業績予想（ 平成 13年 2月 1日  ～  平成 14年 1月 31日 ）
　 　　売   上   高 　　経 常 利 益 当 期 純 利 益

百万円 百万円 百万円

通　　期 1,315,000 73,000 △ 6,500
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  △8 円  89銭　

　　　　　氏　　     名　　　　　　　　　　

問合せ先  責任者役職名
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企業集団の状況 
 
 
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社、子会社 103社、関連会社 3社及びその他の関係会社 1社で構成され、工業 

化住宅の設計、施工及び請負並びに住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借、管理及びそれらに関する事業活動を行っています。 
当社グループの各事業における位置付けは次の通りです。 

 なお、次の２部門は「セグメント情報」に掲げる事業の種類別セグメント情報の区分と同一です。 
 
（住宅請負事業） 
 鉄骨系、木質系及びコンクリート系の各種住宅やアパート、マンション等の設計、施工及び請負並びに造園その他建設工事の設 
計、施工及び請負を行っています。 
 
（住宅請負事業に関わる主な関係会社） 
 積和建設埼玉㈱、積和建設横浜㈱、ランドテック積和千葉㈱、グリーンテクノ積和中部㈱ 
 
（不動産事業） 
 宅地、建売住宅、マンション等の販売及び仲介並びにマンション、商業ビル、店舗等の賃貸借、管理等を行っています。 
 
（不動産事業に関わる主な関係会社） 
 積和不動産㈱、積和不動産関西㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産東北㈱、積和不動産九州㈱ 
 
  事業の概要図は次の通りです。 
   

    
(建材の供給)  積 住宅の施工 
※１ セキハ㈱   

   水  
    

（建築資材の供給）  ハ  

顧 
 
 

客 

住
宅
請
負
事
業 

※３ 積水化学工業㈱     
  ウ  

(住宅の施工及びエクステリア事業) 基礎・建方       不動産の販売・仲介・賃貸借等 
※１ 積和建設埼玉㈱他８４社 及び造園工事 ス

    
(不動産の仲介及び賃貸借)  ㈱  
※１ SEKISUI  DEUTSCHLAND   住宅の施工 (不動産売買、仲介、賃貸借、管理等) 不動産の販売・

 BAU  GmbH    ※１ 積和不動産㈱ 仲介・賃貸借等

     ※２ 積和不動産関西㈱  

顧 
 
 

客 

不

動

産

事

業 

    不動産の販売・ ※１ 積和不動産中部㈱    
(不動産関連サービス)  仲介・賃貸借等 ※１ 積和不動産中国㈱ 
※１ 六甲アイランドケーブル  ※１ 積和不動産東北㈱  
       ビジョン㈱   ※１ 積和不動産九州㈱  
※１ スカイレールサービス㈱   ※１ 積和管理㈱  
※２ 六甲アイランドエネルギー   ※１ 積和データサービス㈱  
        サービス㈱   ※１ 神戸六甲アイランド㈱  
         他１社   ※１ ｴｽｼﾞｰｴﾑ･ｵﾍﾟﾚｰｼｮﾝ㈱  
   他２社  

    ※１ 西宮マリナシティ開発㈱  
(住宅関連図書出版及び広告代理)     
※１ ㈱住まいの図書館    
※１ ㈱エスイーエー   
    

(注１) ※１ 連結子会社  
 ※２ 持分法適用関連会社  
 ※３ その他の関係会社  
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経営方針及び経営成績 
 
１．経営方針 
 

当社の経営方針といたしましては、創業以来「人間性豊かな住まいと環境の創造」を目指し、住宅業界の

トップメーカーとして 高の品質と技術の提供を図ることを基本とし、当社の根本哲学である「人間愛」を

日々の活動に反映させ、常に「お客様本位」の家づくりに取り組んでおります。デフレ経済の厳しい環境下

にあっても、基本姿勢である中高級商品路線を継続し、高い営業提案力と技術力によって、競争力の向上に

努めてまいりました。今後とも厳格な品質管理のもと、徹底したＣＳ（顧客満足）の向上並びにアフター     

サービスの充実に努めてまいります。また、リフォームセンターの充実、エクステリア事業の拡大など周辺

事業にも積極的に取り組んでおります。 

利益配分に関する方針といたしましては、昭和63年1月期以降、1株当たり年間18円の株主配当金を安定的

な配当として継続する一方、利益の状況、企業体質の強化及び将来の事業展開を総合的に勘案しつつ、時に

応じて特別配当又は記念配当を実施し、株主の皆様へ利益還元を図ってまいりました。また経営体力に     

応じた自己株式消却の実施など、資本効率を改善させ株主の皆様への長期的な利益の増進を図るよう努力  

いたしております。 

今後の会社が対処すべき課題といたしましては、受注の拡大等事業そのものの積極的な展開を図りつつ、

有利子負債の削減等を図り、より一層の財務体質の健全化を行っていくほか、環境問題への配慮等企業の   

社会的責任を全うしていく所存であります。 

 
 
２．経営成績 
 
  当上半期の我が国経済は、企業収益や設備投資が頭打ちとなっていることに加え、失業率が高い水準で   
推移するなど厳しい状況となりました。また、個人消費もおおむね横ばいのまま、景気は足踏み状態から徐々

に悪化の傾向を示しました。 
 住宅市場におきましては、堅調でありましたマンションの着工にもかげりが見られ、新設住宅着工戸数の

年率換算値も昨年度実績を割り込む傾向にあるなど、全体的に厳しさが増しつつあります。また、住宅金融

公庫融資の申込件数の減少が続いていることなど、先行きについても不安を残す結果となりました。 
 住宅関連の不動産市場におきましては、新築マンションを中心として、分譲住宅市場はある程度堅調に   
推移したものの、中古住宅流通市場では価格の下落傾向が続いていることから、全体としては厳しい状況と

なりました。 
 当社はこのような市場環境のもと、中高級商品への特化を一層推進し、単なる価格競争と一線を画すると

ともに、営業力のさらなる強化に努めるべく、設計担当者の積極的な営業同行など、お客様一人一人の      
ニーズにあったきめこまやかな提案が可能な体制づくりを進めました。また、お客様のライフスタイルに   
即したコンサルティング営業の徹底を目指して、営業担当者や設計担当者に対する教育研修の拡充にも努め

ました。シャーメゾン（賃貸物件請負）事業におきましては、積和不動産各社との連携強化等グループ力の

結集に注力いたしますとともに、入居者の定住志向に応えた高級賃貸住宅市場の開拓に努めました。 
エクステリア事業といたしましては、環境に配慮したエクステリアの提案として「５本の樹プロジェクト」

を開始いたしますとともに、エクステリアの専門子会社（グリーンテクノ積和）を 3 社設立し、設計・施工

能力の向上に努めました。また、ＣＳ（顧客満足）向上の一環として、インターネットを利用した当社の      
お客様の会員組織「ネットオーナーズクラブ」を立ち上げましたことにより、日常の生活情報の提供を行う

ほか、今後期待されるリフォーム事業の拡大に向けて、積極的なリフォーム提案をより効率的に行うことが

できるようになりました。これら一連の取組みによって、お客様の満足度がより一層向上することが期待で

きますとともに、リフォーム事業、エクステリア事業の発展に寄与し、ひいては紹介受注の増大に結びつく 
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ものと確信いたしております。 
 なお、当社では生産部門における産業廃棄物のゼロエミッション達成に向け、環境対策の強化に取り組ん

でまいりましたが、その成果として、本年 3 月には当社全工場において ISO14001 を取得いたしました。 
 当上半期の新商品といたしましては、当社の戸建中核商品でありますセントレージシリーズの新商品  

として、趣味やこだわりを深めるための様々なプランを想定した「セントレージ・クレッセ」を本年 3 月に

発売いたしました。4 月には、シャーウッド（木造軸組）住宅の 高級商品として、新開発の陶版外壁を採

用したホンモノ志向の邸宅「エム・グラヴィス ベルサ」を新たにラインナップに加えました。また、高級

３階建住宅「ビエナ」をリニューアルしますとともに、２階建賃貸住宅の売れ筋商品であります「ディアス」

のグレードアップ商品として「ディアス・ワンズ」を開発し、発売を開始いたしました。さらに 7 月には、

自由設計の良さを生かしつつ、外観パターンや内外装を厳選することにより、高品質でしかもお求めやすい

戸建商品として「セントレージ Ｊ＆Ｋ」を開発し、市場に投入いたしました。 
 なお、当社は米国証券市場における当社株式の流通性を高めるため、本年 3 月に、既発行の米国預託証券       
（ＡＤＲ）の発行形態を「スポンサーなし」から、投資家が当社情報をより入手しやすくなる「スポンサー

付き・レベル１」に変更し、証券市場のニーズに応えました。 
 このような積極的な営業力の増強及び経営全般の体質強化に努めましたが、市場環境の悪化には抗しきれ

ず、当上半期の連結売上高は 6,595 億 7 千 1 百万円にとどまりました。 
  利益につきましても、減収による利益率の悪化などにより、連結営業利益では 390 億 4 千 6 百万円、連結

経常利益につきましては、389 億 8 千 2 百万円となりました。一方、今後の厳しい経営環境に対処するため、

退職給付会計基準の変更時差異金を、当上半期において一括償却することといたしました。これは、直近の

経済情勢からみて早期の景気回復は難しく、厳しい状況が当分継続する可能性があることから、次期以降に

向けて早期に企業体質の強化を進めることが得策と判断したものであります。その結果、連結中間純利益に

つきましては 207 億 6 千 3 百万円の欠損となりました。 
  なお、平成 13 年 9 月 4 日開催の取締役会において、当社普通株式 4 千万株及び取得価額の総額 5 百億円

を各々限度として、資本準備金による当社株式の買入れ消却を実施することを決議いたしましたのでご報告

申し上げます。 
  
 
３．通期の見通し 
 
 今後の見通しとしましては、少子化等による中長期的な住宅着工戸数の減少が予測され、さらなる景気の

悪化や構造改革にともなう環境の変化などにより、当社を取り巻く状況はさらに厳しさを増すことが予想  

されます。 
 当社といたしましては、徹底したコストダウンをさらに進め、その成果をお客様に還元しますとともに、        
コンサルティング営業をキーワードとした提案力の強化に注力し、各積和不動産及びその他のグループ各社

との緊密な連携のもと、この難局を乗りきる所存でございます。 
通期の業績見通しとしましては、連結売上高 1 兆 3 千 150 億円、連結経常利益 730 億円を期しております

が、当上半期における退職給付会計への対応等にともなう特別損失の計上によって、連結当期純利益に    

つきましては 65 億円の欠損やむなきものと見込んでおります。 
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中間連結財務諸表等 

1.中間連結貸借対照表   

 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当中間連結会計期間末

(平成13年7月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成13年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 資 産 の 部 ） （１，４４５，３４６） （１，４５９，４９０） （△ １４，１４４）

流 動 資 産 ９２０，８３０ ９５１，８３１  △ ３１，００１

 現 金 預 金  ２１４，１８２ ３１８，３２１  

 受 取 手 形 及 び 完 成 工 事 未 収 入 金  ９３，９４７ １２６，９５１  

 有 価 証 券  １３７，５６８ ２０，５３５  

 た な 卸 資 産  ３５１，２２５ ３５１，８４３  

 繰 延 税 金 資 産  ７０，１１８ ７５，２６５  

 そ の 他 の 流 動 資 産  ５６，１０８ ６１，９０８  

 貸 倒 引 当 金  △  ２，３２０ △  ２，９９５  

固 定 資 産 ５２４，５１５ ５０７，６５９  １６，８５６

有 形 固 定 資 産 ３００，３５２ ３０４，７１１  △  ４，３５９

 建 物 及 び 構 築 物  ２０５，２８８ ２０４，１１７  

 機 械 装 置 及 び 運 搬 具  ５４，４５６ ５４，５５０  

 工 具 器 具 及 び 備 品  ２６，６４７ ２６，００５  

 土 地  １４９，８８３ １５１，６７７  

 建 設 仮 勘 定  ９４５ ８５８  

 減 価 償 却 累 計 額  △ １３６，８７０ △ １３２，４９９  

無 形 固 定 資 産 ９，２１６ ９，３５１  △    １３５

投 資 そ の 他 の 資 産 ２１４，９４７ １９３，５９７  ２１，３５０

 投 資 有 価 証 券  ７１，６５３ ７８，５４１  

 長 期 貸 付 金  ６９，３４３ ７１，０５９  

 繰 延 税 金 資 産  ３９，７１３ ９，５８３  

 そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  ３５，５１１ ３５，４７９  

 貸 倒 引 当 金  △  １，２７４ △  １，０６６  

資 産 合 計 １，４４５，３４６ １，４５９，４９０  △ １４，１４４
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 （単位：百万円）

期 別 

科 目 
当中間連結会計期間末

(平成13年7月31日現在) 

前連結会計年度 
（平成13年1月31日現在） 

比 較 増 減

（ 負 債 の 部 ） （７１２，５６３） （７０１，５１６） （１１，０４７）

流 動 負 債 ４０２，９９７ ３９５，７８６  ７，２１１

 支 払 手 形 及 び 工 事 未 払 金  １９６，３６１ ２０８，１４４  

 
 
一 年 以 内 に 償 還 及 び 返 済 予 定 の 
社 債 及 び 長 期 借 入 金  ６０，９８２ ５１，２０５  

 未 払 法 人 税 等  ８，８９７ ２，７６７  

 未 成 工 事 受 入 金  ８５，６５１ ７８，７３７  

 賞 与 引 当 金  １４，７８０ １５，７３１  

 完 成 工 事 補 償 引 当 金  １，３３９ １，３７８  

 そ の 他 の 流 動 負 債  ３４，９８３ ３７，８２１  

固 定 負 債 ３０９，５６５ ３０５，７２９  ３，８３６

 社 債  ４０，０００ ４０，０００  

 転 換 社 債  １０２，８１９ １５２，０９９  

 長 期 借 入 金  ３４，６８４ ３５，３１６  

 退 職 給 与 引 当 金  － ２９，７３３  

 退 職 給 付 引 当 金  ８２，０１１ －  

 役 員 退 職 慰 労 引 当 金  ９７０ ９１５  

 預 り 敷 金 及 び 保 証 金  ４６，８１４ ４５，５１７  

 連 結 調 整 勘 定  １４２ ３  

 そ の 他 の 固 定 負 債  ２，１２３ ２，１４４  

（ 少 数 株 主 持 分 ） （１１，７３２） （１６，７５８） （△  ５，０２６）

 少 数 株 主 持 分  １１，７３２ １６，７５８  

（ 資 本 の 部 ） （７２１，０５０） （７４１，２１５） （△ ２０，１６５）

 資 本 金  １８６，５５１ １８６，０５７  

 資 本 準 備 金  ２５９，０１５ ２４１，１４５  

 連 結 剰 余 金  ２７８，７６３ ３１４，５７６  

 そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金  △  ２，８６９ －  

 為 替 換 算 調 整 勘 定  △   ４０５ △   ５６１  

 小    計  ７２１，０５５ ７４１，２１７  

 自 己 株 式  △  ４ △  ２  

負 債 ・ 少 数 株 主 持 分 ・ 資 本 合 計 １，４４５，３４６ １，４５９，４９０  △ １４，１４４

（参考） 

 （当中間連結会計期間末） (前連結会計年度末) 

 （１）担保提供資産 31,436 百万円 32,292 百万円 

 （２）保証債務 91,932 百万円 108,136 百万円 

 （３）自己株式数 4,809 株 2,101 株 
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２.中間連結損益計算書   
 （単位：百万円）

 期  別 

科  目 
当中間連結会計期間 

(平成13年2月1日～平成13年７月31日） 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日)  

売 上 高  ６５９，５７１ １，３６４，８００  

売 上 原 価  ５２０，６０４ １，０７１，００８  

 売 上 総 利 益 １３８，９６６ ２９３，７９２  

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  ９９，９２０ １９７，７０６  

 営 業 利 益 ３９，０４６ ９６，０８５  

営 業 外 収 益  ４，５５０ １０，３６８  

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 ２，０４８ ４，４４４  

 持 分 法 に よ る 投 資 利 益 － ４０１  

 雑 収 入 ２，５０１ ５，５２２  

営 業 外 費 用  ４，６１４ １７，９４０  

 支 払 利 息 １，８３６ ３，３３０  

 有 価 証 券 評 価 損 － ８，７５６  

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 １６０ －  

 雑 支 出 ２，６１７ ５，８５３  

 経 常 利 益 ３８，９８２ ８８，５１３  

特 別 利 益  ３９７ １４７  

 投 資 有 価 証 券 売 却 益 ３９７ １４７  

特 別 損 失  ７３，９９７ ３９，６３９  

 退職給付会計基準変更時差異償却額 ５６，８８８ －  

 過 年 度 退 職 給 与 引 当 金 繰 入 額 － １７，０７７  

 厚 生 年 金 基 金 特 別 掛 金 － １４，２８０  

 販 売 用 土 地 評 価 損 １２，４５５ －  

 固 定 資 産 売 却 及 び 除 却 損 ２，２８８ ８，０２６  

 そ の 他 ２，３６５ ２５４  

 
税 金 等 調 整 前 中 間 純 損 失 （ △ ） 又 は 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
△  ３４，６１７ ４９，０２２  

 法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 ８，９７０ ８，５３０  

 法 人 税 等 調 整 額 △  ２２，７７０ １３，７８７  

 少数株主損失(△)又は少数株主利益 △   ５４ １，５３７  

 中間純損失（△）又は当期純利益 △  ２０，７６３ ２５，１６７  
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３．中間連結剰余金計算書  

 （単位：百万円）

期  別 

 

科  目 

当中間連結会計期間 
(平成13年2月1日～平成13年７月31日） 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

連 結 剰 余 金 期 首 残 高 ３１４，５７６ ３０２，９６６ 

連 結 剰 余 金 減 少 高  

 
連結子会社の増加及び持分法適用会社の

増 加 に 伴 う 剰 余 金 の 減 少 
－ １９５  

 
連結子会社及び持分法適用会社との合併

に 伴 う 剰 余 金 の 減 少 
６，６５５ －  

 配 当 金 ７，９３３ １２，９２３  

 役 員 賞 与 ４６０ ３８５  

 合 併 交 付 金 － １５，０４９ ５２ １３，５５７ 

中間純損失（△）又は当期純利益 △ ２０，７６３  ２５，１６７ 

連結剰余金中間期末（期末）残高 ２７８，７６３ ３１４，５７６ 
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４．中間連結キャッシュ・フロー計算書   
 (単位：百万円)  

期  別

科  目 
当中間連結会計期間 

(平成13年2月1日～平成13年７月31日) 

前連結会計年度 
(平成12年2月1日～平成13年1月31日) 

 

Ⅰ 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー            

 税金等調整前中間純損失（△）又は当期純利益 △ ３４，６１７  ４９，０２２  

 減 価 償 却 費 ６，３２１  １３，６９３  

 退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △ ３０，１７８  １８，２２０  

 退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ８２，０１１  －  

 受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ ２，０４８ △ ４，４４４  

 支 払 利 息 １，８３６  ３，３３０  

 持 分 法 に よ る 投 資 損 失 （ 利 益 ） １６０ △ ４０１  

 有 価 証 券 評 価 損 －  ８，７５６  

 売 上 債 権 の 減 少 （ 増 加 ） 額 ３１，７３７ △ １３，２７３  

 た な 卸 資 産 等 の 減 少 額 ３，０６９  １８，８９９  

 仕 入 債 務 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △ １３，６９０  ２，６８７  

 未 成 工 事 受 入 金 の 増 加 （ 減 少 ） 額 ５，２２２ △ ３，７９２  

 そ の 他 ７，４８６  １，０７２  

 小 計 ５７，３１０  ９３，７６９  

 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ２，１９０  ４，５６４  

 利 息 の 支 払 額 △ １，８８７ △ ３，３２３  

 法 人 税 等 の 支 払 額 △ ２，９７７ △ ２８，１５９  

 営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー ５４，６３６  ６６，８５１  

Ⅱ 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ２，３１５ △ １１，５５４  

 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 ９，６８８  ２２，０３３  

 有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ ４，３９４ △ １１，１０５  

 有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 ８５７  ３，０９５  

 投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △ ４５７ △ ５２７  

 投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １，６６１  １，１７８  

 貸 付 け に よ る 支 出 △ ３，３８５ △ ４，８７２  

 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 ６，０８８  １０，０７３  

 団 体 生 存 保 険 料 払 込 に よ る 支 出 － △ １０，０００  

 そ の 他 △ ２３，６５４ △ ３，３２８  

 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ １５，９１１ △ ５，００８  

Ⅲ 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー   

 短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 － △ ３７，３００  

 長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △ １３２ △ １，３２７  

 社 債 の 償 還 に よ る 支 出 △ ４０，０００ △ ５０  

 配 当 金 の 支 払 額 △ ７，９３３ △ １２，９２３  

 少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 △ ２８９ △ ２６１  

 そ の 他 △ １１１  ７  

 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ ４８，４６７ △ ５１，８５４  

Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 １５５  ３６  

Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 （ 増 加 ） 額 △ ９，５８８  １０，０２４  

Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 ３１１，０２２  ２８３，８４０  

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 －  １７，１５７  

Ⅷ 合併に伴う 現金及び 現金同等物の増加額 ９，９５４  －  

Ⅸ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ３１１，３９０  ３１１，０２２  
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 [中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項] 

１．連結の範囲に関する事項 

   連結子会社 １０３社 

    積和不動産㈱、積和不動産中部㈱、積和不動産中国㈱、積和不動産九州㈱、積和不動産東北㈱、他 

   連結範囲の異動状況 

    新規  設立によるもの ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ グリーンテクノ積和㈱、他２社 

        合併に伴う株式取得 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 積和建設北陸㈱ 

    除外  合併に伴う減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  積水ハウス四国㈱、他５社 

   子会社１０３社は全て連結しています。 

２．持分法の適用に関する事項 

   持分法適用会社３社 

    積和不動産関西㈱、六甲アイランドエネルギーサービス㈱、新西宮ヨットハーバー㈱ 

   持分法適用の異動状況 

    除外  合併に伴う減少 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 積水ハウス北陸㈱、他１社 

   関連会社３社の投資については、全て持分法を適用しています。 

３．連結子会社の中間決算日等に関する事項 

   連結子会社のうち、スカイレールサービス㈱の中間決算日は９月３０日です。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同社

の７月３１日現在で仮決算を行いその財務諸表を使用しています。また、SEKISUI DEUTSCHLAND BAU GmbH の中間決算日は６月

３０日です。中間連結財務諸表の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っています。 

４．会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

  (ｲ) たな卸資産 

   ① 未成工事支出金、分譲用建物、分譲用土地、未成分譲用土地 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  個別原価法 

   ② 半製品、原材料、仕掛品、貯蔵品 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥  移動平均原価法 

  (ﾛ) 有価証券 

    ① 満期保有目的の債券 ‥‥ 償却原価法（定額法） 

    ② その他有価証券 

     ・時価のあるもの ‥‥‥  中間決算日の市場価格等に基づく時価法 

                 （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しています。） 

     ・時価のないもの ‥‥‥  移動平均法に基づく原価法 

  (ﾊ) デリバティブ ‥‥‥‥‥‥ 時価法 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

    建物（建物附属設備を除く）及び無形固定資産については定額法、その他の有形固定資産については定率法（在外連結子

会社は定額法）を採用しています。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  (ｲ) 貸倒引当金 ‥‥‥‥‥‥‥ 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上していま

す。 

  (ﾛ) 賞与引当金 ‥‥‥‥‥‥‥ 従業員に対し支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当中間連結会計期間に負担す

べき額を計上しています。 

  (ﾊ) 完成工事補償引当金 ‥‥‥ 建築物の引渡後の瑕疵による損失及び補償サービス費用を補填するため、中間連結会計期

間末に至る一年間の保証責任が伴う住宅請負事業売上高の 1,000 分の１及び不動産事業

売上高のうち建物部分にかかる売上高の 1,000 分の１を計上しています。 

  (ﾆ) 退職給付引当金 ‥‥‥‥‥ 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上して

います。なお、会計基準変更時差異（56,888 百万円）は、当中間連結会計期間において

全額費用処理しています。 
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 (4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 

    外貨建金銭債権債務は、中間連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。な

お、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、子会社の中間会計期間末日における直物為替相場により円貨に換算し、換

算差額は資本の部における為替換算調整勘定に含めています。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引

にかかる方法に準じた会計処理によっています。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  (ｲ) ヘッジ会計の方法 

    為替予約について振当処理を採用しています。 

  (ﾛ) ヘッジ手段とヘッジ方法 

    外貨建の金銭債務をヘッジ対象として、為替予約をヘッジ手段としています。 

  (ﾊ) ヘッジ方針 

    外貨建の金銭債務に係る為替変動リスクをヘッジすることを目的とする場合に、為替予約取引を行うこととしています。 

  (ﾆ) ヘッジ有効性評価の方法 

    ヘッジ手段の契約額等とヘッジ対象に関する重要な条件等が一致しており、かつ、キャッシュ・フローが固定されている

ため、ヘッジの有効性の判定は省略しています。 

 (7) 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっています。 

    なお、控除対象外消費税等は、当中間連結会計期間の費用としています。 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、現金及び預金（預入期間が３ヶ月を超える定

期預金を除く）並びに取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資で、容易に換金可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わないものとしています。 

 

 

 （追加情報） 

１．退職給付会計 

   当中間連結会計期間から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成 10 年 6 月 16 日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、売上総利益は 117 百万円減少し、営業

利益は 419百万円、経常利益は 178百万円増加し、税金等調整前中間純損失は 50,612 百万円、中間純損失は 29,507 百万円増

加しています。 

   また、退職給与引当金は、退職給付引当金に含めて表示しています。 

 

２．金融商品会計 

   当中間連結会計期間から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平

成 11 年 1 月 22 日））を適用し、有価証券の評価方法、デリバティブ取引の評価方法等を変更しています。この結果、従来の

方法によった場合と比べ、経常利益は 11,064 百万円増加し、税金等調整前中間純損失は 9,368 百万円、中間純損失は 6,064

百万円それぞれ減少しています。 

   また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、満期保有目的の債券及びその他有価証券のうち１年以内に満期の

到来するものは流動資産の「有価証券」として、それら以外は投資その他の資産の「投資有価証券」として表示しています。

その結果、流動資産の「有価証券」は 3,827 百万円減少し、投資その他の資産の「投資有価証券」は同額増加しています。 

 

３．外貨建取引等会計基準 

   当中間連結会計期間から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」（企業会

計審議会 平成 11年 10月 20日））を適用しています。この結果、従来の方法によった場合と比べ、経常利益は 169百万円減

少し、税金等調整前中間純損失は 169百万円、中間純損失は 109百万円増加しています。 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

（１）現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

 （当中間連結会計期間） (前連結会計年度) 

 現金預金勘定  214,182 百万円  318,321 百万円 

 預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △ 38,607 百万円 △ 14,405 百万円 

 追加型公社債投資信託（有価証券勘定）  135,815 百万円  7,106 百万円 

 現金及び現金同等物  311,390 百万円  311,022 百万円 

      

（２）重要な非資金取引の内容     

  （当中間連結会計期間） (前連結会計年度) 

 ① 転換社債の転換額 1 百万円 6,298 百万円 

    

 ② 合併に伴う資産等の増加   

 

 

  当中間連結会計期間に合併した積水ハウス北陸㈱及び積水ハウス山梨㈱より引き継いだ資産及び負債の主な内訳は 

次の通りです。また、合併により増加した資本金及び資本準備金は、それぞれ 279百万円及び 10,928 百万円です。 

  

  流動資産 16,067 百万円  

  固定資産 1,827 百万円  

  資産合計 17,894 百万円  

  流動負債 5,863 百万円  

  固定負債 444 百万円  

  負債合計 6,308 百万円  
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５．セグメント情報 
（１）事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間（平成１３年２月１日～平成１３年７月３１日） （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益    

 売 上 高    

 ( 1 ) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  506,841 152,729 659,571  - 659,571

 ( 2 ) セグメント間の内部売上高又は振替高  219 - 219  (219) -

計 507,060 152,729 659,790  (219) 659,571

 営 業 費 用  455,677 153,082 608,760  11,764 620,524

 営業利益又は営業損失（△）  51,382 △  352 51,030  (11,983) 39,046

 

前連結会計年度（平成１２年２月１日～平成１３年１月３１日） （単位：百万円）

 住宅請負事業 不動産事業 計 消去又は全社 連 結 

売 上 高 及 び 営 業 損 益    

 売 上 高    

 ( 1 ) 外 部 顧 客 に 対 す る 売 上 高  1,081,057 283,743 1,364,800  － 1,364,800

 ( 2 ) セグメント間の内部売上高又は振替高  517 － 517  (517) －

計 1,081,574 283,743 1,365,318  (517) 1,364,800

 営 業 費 用  953,911 287,440 1,241,352  27,362 1,268,714

 営業利益又は営業損失（△）  127,662 △ 3,696 123,966  (27,880) 96,085

（注）１．事業区分の方法 
      日本標準産業分類[（建設業）（不動産業）]を勘案して区分しています。 

 

   ２．各事業区分に属する主要な内容 

      住宅請負事業   ：住宅及び各種建築物の設計、施工及び請負。 

                造園その他建設工事の設計、施工及び請負。 

      不動産事業    ：住宅の分譲、不動産の売買、仲介、賃貸借及び管理。 

 

   ３．営業費用のうち「消去又は全社」の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の本社及び支社機構の管理部門、

研究開発部門にかかる費用等です。 

             当中間連結会計年度   11,932 百万円    前連結会計年度   27,756 百万円 

 

４．「中間連結財務諸表の作成のための基本となる重要な事項」の「追加情報」に記載の通り、当中間連結会計期間より「退職

給付に係る会計基準」を適用しています。 

     この変更に伴い、前連結会計年度と同一の基準によった場合に比べ、住宅請負事業の営業費用は 235百万円減少し、営業利

益は同額増加し、不動産事業の営業費用は 107百万円減少し、営業損失は同額減少しています。 

 

（２）所在地別セグメント情報 

  当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも 90％を超え

ているため、記載を省略しました。 

 

（３）海外売上高 

  当中間連結会計期間及び前連結会計年度において、海外売上高が連結売上高の 10％未満であるため、記載を省略しました。 
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６．リース取引関係 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
 ①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額 
 （当中間連結会計期間） 

    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   中間期末残高相当額

建 物 及 び 構 築 物  49,205 百万円 27,715 百万円 21,490 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  11,297 百万円 7,128 百万円 4,169 百万円

無 形 固 定 資 産  3,815 百万円 1,787 百万円 2,028 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  239 百万円 156 百万円 82 百万円

合 計  64,559 百万円 36,787 百万円 27,771 百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しています。 
 
（前連結会計年度） 
    取得価額相当額   減価償却累計額相当額   期 末 残 高 相 当 額

建 物 及 び 構 築 物  52,170 百万円 32,364 百万円 19,806 百万円

工 具 器 具 及 び 備 品  11,346 百万円 6,853 百万円 4,493 百万円

そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  3,291 百万円 1,512 百万円 1,778 百万円

機 械 装 置 及 び 運 搬 具  245 百万円 134 百万円 110 百万円

合 計  67,054 百万円 40,865 百万円 26,188 百万円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しています。 
 
 ②未経過リース料期末残高相当額 

 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 
１ 年 以 内 9,801 百万円 9,543 百万円

１ 年 超 17,969 百万円 16,645 百万円

合 計 27,771 百万円 26,188 百万円

（注）未経過リース料中間期末（期末）残高相当額は、未経過リース料中間期末（期末）残高が有形固定資産の中間期末（期末）残

高等に占める割合が低いため、支払利子込み法によっています。 
 

 ③支払リース料及び減価償却費相当額 
 （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 
支 払 リ － ス 料 5,169 百万円 10,242 百万円

（減価償却費相当額）     
 
 ④減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。 
 
（オペレーティング・リース） 

  （当中間連結会計期間） （前連結会計年度） 
未経過リース料 １ 年 以 内 11 百万円 11 百万円

 １ 年 超 77 百万円 80 百万円

 合 計 89 百万円 92 百万円
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7．有価証券 

 
（当中間連結会計期間） 

  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの                         （単位：百万円） 
当中間連結会計期間（平成1３年７月３１日現在）  

中間連結貸借対照表計上額 時   価 差  額

(1) 国 債 ・ 地 方 債  ３０９ ３１４ ４
(2) 社 債  １，７９９ １，７９９ ０

(3) そ の 他  ２３０ ２２７ △   ２

合   計 ２，３３８ ２，３４１ ２

 
  2．その他有価証券で時価のあるもの                           （単位：百万円） 

当中間連結会計期間（平成1３年７月３１日現在）  
取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差  額

株  式 ５５，８８３ ５０，８５６ △ ５，０２６

合   計 ５５，８８３ ５０，８５６ △ ５，０２６

 
  3．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額   （単位：百万円） 

当中間連結会計期間（平成1３年７月３１日現在）  
中間連結貸借対照表計上額 摘     要 

(1)満期保有目的の債券          
  非上場外国債券 １２，０００  
(2)その他有価証券  
  非上場株式（店頭売買株式を除く） ４７１  
  協同組織金融機関の優先出資に関 

する法律に規定する優先出資証券 
９９９  

(3)その他  
  追加型公社債投資信託 １３０，８１５  
  国内譲渡性預金 ５，０００  

 
 
（前連結会計年度）                             （単位：百万円） 

前連結会計年度（平成1３年１月３１日現在） 
種  類 

連結貸借対照表計上額 時  価 評価損（△）益 
流動資産に属するもの  

株 式        ３，８１８ ６，５５０ ２，７３１ 
債 券        ２２ ２２ ０ 
そ の 他        ４ ２ △   ２ 
小 計        ３，８４５ ６，５７５ ２，７２９ 

固定資産に属するもの  
株 式        ５９，６１８ ６０，９４９ １，３３１ 
債 券        ６１５ ６２０ ５ 
そ の 他        － － － 
小 計        ６０，２３３ ６１，５７０ １，３３６ 

合 計           ６４，０７８ ６８，１４５ ４，０６６ 
（注）1. 時価等の算定方法 
    (1) 上場有価証券 
       主に東京証券取引所の 終価格 
    (2) 店頭売買有価証券 
       日本証券業協会が公表する売買価格 
    (3) 非上場債券 
       日本証券業協会が発表する公社債店頭基準気配銘柄の利回り、残存償還期間等に基づいて算定しています。 
    (4) 非上場の証券投資信託の受益証券 
       基準価格 

2. 開示の対象から除いた有価証券の連結貸借対照表計上額 
   （流動資産に属するもの）一年以内に償還の債券 9,583 百万円 

               追加型公社債投資信託 7,106 百万円 

   （固定資産に属するもの）非上場株式（店頭売買有価証券を除く） 5,308 百万円 

               協同組織金融機関の優先出資証券に関する法律 

               に規定する優先出資証券 

 

999 

 

百万円 
                非上場外国債券 12,000 百万円 
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８．デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益 
（当中間連結会計期間） 

（単位：百万円）

当中間連結会計期間（平成 13年７月 31日現在）  
対象物の種類 取引の種類 契約額等 時   価 評価損（△）益 
金    利 スワップ取引 ３０，０００ １，１４９ １，１４９

合      計 ３０，０００ １，１４９ １，１４９

  （注）ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は除いています。 
 
（前連結会計年度） 

通貨関連 （単位：百万円）

 前連結会計年度 （平成 13年 1月 31日現在） 

契 約 額 等 
区 分 種   類  うち 1 年超 

時  価 評価損（△）益

為替予約取引 
買    建     

市 場 
取 引 
以 外 

の   
取 引 米 ド ル ３７１ － ３６８ △   ２

合    計 ３７１ － ３６８ △   ２

  （注）時価の算定方法 
       先物為替相場 
 

金利関連 （単位：百万円）

 前連結会計年度 （平成 13年 1月 31日現在） 

契 約 額 等 
区 分 種   類  うち 1 年超 

時  価 評価損（△）益

金利スワップ取引     

受取固定・支払変動 １５，０００ １５，０００ ５６４ ５６４

市 場 
取 引 
以 外 

の   
取 引 受取変動・支払固定 １５，０００ １５，０００ ３５４ ３５４

合    計 ３０，０００ ３０，０００ ９１８ ９１８

  （注）金利スワップの時価は、金融機関から提示された価格により算定しています。 

 
 
９．生産、受注及び販売の状況 
 ご参考として、親会社の受注高、売上高、次期繰越高を記載しています。 

当 中 間 期 
（平成1３年２月～平成1３年7月）

前 中 間 期 
（平成1２年２月～平成1２年7月）

前     期 
（平成1２年２月～平成1３年１月）

期別 
 

部門 金   額 構成比（％） 金   額 構成比（％） 金   額 構成比（％）

売 上 高 ５６９，２８９ １００．０ ６１３，２３０ １００．０ １，１８４，１８６ １００．０

 建 築 請 負 部 門 ５０４，３０２ ８８．６ ５４８，７３８ ８９．５ １，０５６，５１７ ８９．２

 不 動 産 事 業 部 門 ６４，９８６ １１．４ ６４，４９１ １０．５ １２７，６６８ １０．８

受 注 高 ５８７，７１５ １００．０ ５８６，５７２ １００．０ １，０６３，２１４ １００．０

 建 築 請 負 部 門 ５０８，５４５ ８６．５ ５２２，４１８ ８９．１ ９４３，１２１ ８８．７

 不 動 産 事 業 部 門 ７９，１７０ １３．５ ６４，１５３ １０．９ １２０，０９２ １１．３

受 注 残 高 ６９９，５９８ １００．０ ７７５，４８５ １００．０ ６８１，１７１ １００．０

 建 築 請 負 部 門 ６５３，９１４ ９３．５ ７３６，７４７ ９５．０ ６４９，６７１ ９５．４

 不 動 産 事 業 部 門 ４５，６８３ ６．５ ３８，７３８ ５．０ ３１，５００ ４．６

（注）当中間期の受注高には、合併により引き継いだ契約残高が下記の通り含まれています。 
     建築請負部門     ２２，６２９百万円 
     不動産事業部門       ３０９百万円                                                              以 上 




